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土 採 取 届 出 書
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２ 土採取の届出

（１）土採取の届出
土の採取を行おうとする日の３０日前までに届出ること。

＊ 採取計画の策定にあたっては、「奈良県土採取規制条例指導要綱（P.177～ P.186）」に
基づいた基準で行うこと。

① 提出書類
１ 土採取届出書（第１号様式の１～第１号様式の７）
２ 委任状

＊ 土採取届出申請に係る事務手続きの一部又は全部を第三者（設計業者等）に委任する場

合は、委任内容を明記した委任状を添付すること。

３ 市町村の意見書
届出をする前に、行為地の市町村に対して行為内容を十分に説明し、意見を得る

こと。意見書を得るまでの手続きは市町村において異なることがあるので、窓口に
てよく確認すること。

４ 他人の所有する土地で採取するときは、その採取権原を示す書面
５ 搬出路が私道のときは、通行権原を有することを証する書面
６ 土採取行為の地元説明会議事録等（地元自治会・水利組合）
７ 他法令関係の申請書もしくは許認可書の写し
８ 地籍図の写し（届出区域・隣接地・搬出路に係るもの）
９ 登記事項証明書［全部事項］（届出区域・隣接地・搬出路に係るもの）

１０ 隣接地との境界を確認することができる書面

＊ 以下の書面及び図面の作成にあたっては、採石法に係る認可申請の提出書類等作成要
領の例によること。

１１ 明示確定書の写し
１２ 土量計算書
１３ 水理計算書（第１号様式の８～第１号様式の１０）
１４ 流域図
１５ 現況写真
１６ 位置図

１７ 搬出経路図
１８ 周辺状況図
１９ 現況平面図
２０ 計画平面図
２１ 計画縦断面図
２２ 計画横断面図
２３ 採取場の届出区域の面積確定図（丈量図等）
２４ 構造図
２５ その他知事が必要と求めるもの

＊ 提出書類は、番号順に添付すること。

② 提出先
当該届に係る行為地を管轄する土木事務所

③ 提出部数
正１部、副２部の計３部。（ただし、市町村の意見を得るときに必要となることも
あるので、余分に作成しておくのが望ましい。）
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提 出 書 類 等 作 成 要 領

７ 他法令関係の申請書もしくは許認可書の写し

① 許可、認可、その他の処分を行った行政庁が発行した証明書もしくは許可証等の写し、または許可

証もしくは許可通知書等を複写したものを添付すること。ただしこの場合、処分があったか否かを示

すだけでなく、その処分の内容（例えば、面積、数量、期間等）を確認できる書面であること。

８ 地籍図の写し（届出区域・隣接地・搬出路に係るもの）

① 転写場所・転写年月日・転記者氏名を記載すること。（届出書提出前３ヶ月以内のものを添付す

ること。）

② 地籍図が複数枚にわたる場合には、合成図を添付し、合成年月日・合成者氏名を記載すること。

③ 届出区域と搬出路を明示すること。

＊ 届出区域とは、掘削箇所の他に保全区域、事務所等同一敷地内にある土採取業を行うに必要な関

係付属施設のある箇所をいう。

＊ 採取区域とは、直接土を採掘している採掘箇所をいう。

９ 登記事項証明書［全部事項］（届出区域・隣接地・搬出路に係るもの）

① 届出書提出前３ヶ月以内のものを添付すること。

１０ 隣接地との境界を確認することができる書面

・下記のいずれかの書面

① 国土調査完了地における一筆座標面積計算書。

② 隣接境界確定書又は隣地境界確認書。

③ 隣接土地所有者の境界同意書。

１１ 明示確定書の写し

① 水路、里道、道路、河川、林道等に隣接する場合に必要。

② 国土調査完了地で、一筆座標面積計算書がある場合は、それで代用することができる。

１２ 土量計算書

① 土採取量・盛土量の計算、及び廃土又は廃石の堆積量の計算書 Ａ４版

１３ 水理計算書 （＊別添「水理計算書作成要領」参照）

① 沈砂（殿）池容量の計算書 Ａ４版

② 水理計算書作成要領により作成すること。

＊なお、砂防法や森林法等の他法令により調整池を設置する場合は、「調整池計算書」を添付すること。

＊１４、１６～２４の図面には、方位・縮尺を明示し、図面名を記入すること。

１４ 流域図

① 原則として、縮尺は１／５００～ １／１，０００程度の地形図を基に作成すること。 Ａ４折込サイズ

② 採取場を赤、流域を青色にて表示し、流域面積を記載すること。
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１５ 現況写真

① 採取場内および周辺の現況の詳細がわかる写真。届出区域を赤線で表示すること。

② 写真が複数の場合、写真に番号を記入すること。

１６ 位置図

① 国土地理院発行の １／５０，０００の地形図等 Ａ４折込サイズ

② 採取場を赤にて表示すること。

１７ 搬出経路図

① 国道または県道までの土の搬出経路が分かる図面 Ａ４折込サイズ

② 採取場を赤、国道または県道までの搬出路を茶色にて表示すること。

１８ 周辺状況図

① 土採取場・その周辺約３００ｍ程度の状況がわかる図面 Ａ４折込サイズ

② 土採取場ならびにその周辺約３００ｍ程度の範囲に存する河川、道路その他の公共の用に供する施設、

家屋その他の建物の位置及び農業用施設等を表示すること。

③ 土採取場を赤、周辺の公共の用に供する施設を緑色 、河川又は流末水路を青色にて表示

すること。

④ 標識設置場所を表示すること。

１９ 現況平面図

① 原則として、縮尺は１／５００～ １／１，０００程度の現況実測図とすること。 Ｂ５版折

② 届出区域を赤線、採取区域を赤の破線にて表示すること。

③ 地番境界線を記入すること。（隣接地番も記入のこと。）

④ 現況写真の撮影方向を赤の矢印にて記入すること。（写真が複数の場合、写真の番号も記入するこ

と。）

⑤ 採掘の方向を矢印で記載すること。

２０ 計画平面図

① 現況平面図と同一縮尺の現況実測図を使用し、届出区域を赤線、採取区域を赤の破線に

て表示すること。 Ｂ５版折

② 現況線に計画線を重ね、計画線は現況線より太目の濃い線で記入すること。

③ 採掘区域の切羽斜面は緑色、小段及び平地の採掘区域は黄色、盛土部分は赤色にて着色

すること。また、採掘部分と盛土部分が重複する部分は、黄色の上から赤のハッチングをおこな

うこと。

④ 沈砂（殿）池、排水施設は青色にて着色し、沈砂（殿）池には寸法及び計画高さ、排水施設には

構造、延長、水路勾配を記載すること。

⑤ 計画縦断面図および計画横断面図、土量計算の基礎となる測点を記載すること。

⑥ 等高線には標高を記入すること。また、計画小段及び平地には計画高さと法面勾配を記入すること。

⑦ 届出区域から採取区域までの保全距離は２ｍ以上確保し明示すること。
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２１ 計画縦断面図

① 原則として縮尺は、１／１００～１／５００程度の現況実測図とすること。 Ｂ５版折

② 現況線に計画線を重ね、計画線は現況線より太目の濃い線で記入すること。

③ 届出区域線、採取区域線および保全距離を記入すること。

④ 採掘の方向を矢印で記載し、掘削部分は黄色、盛土部分は赤色にて着色すること。また、掘

削部分と盛土部分が重複する部分は、黄色の上から赤のハッチングを行うこと。

⑤ 法面勾配、小段幅、小段高さ、小段及び平地の計画高さを記入すること。

⑥ 断面方向と計画斜面の方向が一致しない場合には、計画平面図に記載されている法面勾配及び小段幅、

保全距離をカッコ書きで併記すること。

２２ 計画横断面図

① 原則として縮尺は、１／１００～１／５００程度の現況実測図とすること。 Ｂ５版折

② 計画縦断面図に準じて作成すること。

③ 横断箇所は計画平面図および計画縦断面図との測点と必ず一致させ、それぞれの測点番号を付記する

こと。

④ 各断面には基準となる高さの線を記入し、計画地盤高を記載すること。

２３ 届出区域と採掘区域の面積確定図（丈量図等）

① 原則として計画平面図と同一縮尺とすること。 Ｂ５版折

② 点間距離を明記すること。

２４ 構造図

① 原則として縮尺は、１／５０～ １／１００程度とすること。 Ｂ５版折

② 沈砂（殿）池、土留工、水路等の防災施設について、寸法、形状等が明確にわかるように作成し、沈

砂（殿）池については、底盤高さ、吐口・流末の位置及び高さを表示すること。

③ 標準的な断面図を法面構造図として作成すること。なお、法面構造図には、「残壁の高さ」、「小段

の幅」、「小段掘さく面の傾斜」、「小段の高さ」を記載すること。
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水 理 計 算 書 作 成 要 領

１ 場内の流出量

１
Ｑ＝ ｆ・ｒ・Ａ （ラショナル式）

３６０

f＝流出係数

≪流出係数値≫）

地 表 状 態 流 出 係 数

山 林 ０.６◎
草 地 ０.４～０.７
造 成 緑 地 ０.４～０.７

裸地（採取場） ０.９◎

＊奈良県では０.９としている。

ｒ＝降雨強度

≪降雨強度≫

流 域 降 雨 強 度

大和川流域 １３８ mm／ hr
淀 川 流 域 １７９ mm／ hr
紀ノ川流域 １７９ mm／ hr
十津川流域 １５０ mm／ hr
北山川流域 ２１０ mm／ hr

Ａ＝流域面積（ｈａ）

２ 水路の流量計算

（１）流速

１
ｖ＝ ・Ｒ２／３ ・ Ｉ１／２

ｎ

ｎ＝粗度係数

≪マニングの粗度係数ｎ値≫

材料及び潤辺の状態 ｎ の 値

閉 管 路
ヒューム管 ０．０１３

人 工 水 路
Ｕ字溝 ０．０１３
コンクリート三面張 ０．０１５
素堀水路（土） ０．０２５
素堀水路（岩） ０．０３５

＊この表以外の数値を使う場合は、根拠資料を付けること。
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Ｆ＝通水部面積 ＊８割水深で計算すること。
Ｐ＝潤辺の長さ

≪管路（円形）の場合≫ Ｆ＝２．６９３×（半径）２

Ｐ＝４．４２６×半径

Ｒ＝径深 ＝ Ｆ ／ Ｐ
Ｉ＝水路勾配

（２）流量

ｑ ＝ Ｆ × ｖ （ｍ３／ sec）

（３）通水断面の検討

ｑ ＞ Ｑ を満たせばＯＫ

３ 沈砂(殿)池の設計

（１）沈砂(殿)池の容量

１
Ｖ＝ （Ａ１×υ１＋Ａ２×υ２）

Ｃ

Ｃ ＝年間しゅんせつ回数（６回以上の場合は６）
Ａ１＝林 地 部 流 域 面 積（ｈａ）
Ａ２＝開 発 部 流 域 面 積（ｈａ）
υ１＝林地部年間流出土砂量 ＝ １５０ ｍ３／ ha
υ２＝開発部年間流出土砂量 ＝ ４００ ｍ３／ ha

実際の沈砂(殿)池の容量はＶ以上であることとし、

（イ） × （ウ） ＝ ｍ３ とする。

（ア）

（２）沈砂(殿)池の必要面積

Ｑ ｍ３／ sec
Ａ＝ ＝

ｕ ０．０２１ ｍ／ sec

＊ 採石場の降雨時における汚濁対策のために設けられる沈砂池は、
直径０.２ mm～０.３ mm以上の砂の粒子の除去を考えれば目的は達せ
られると考えられるので、０.２ mmの粒子の沈降速度を用いる。
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（３）平面寸法の決定

長さ（Ｌ）を幅（Ｂ）の４倍以上にするためには、

Ｂ ＝ Ａ ／ ４ Ｌ ＝ ４ × Ｂ

よって長さは ｍ、幅は ｍ以上であることとする。

Ａ'（実際の沈砂(殿)池の面積）はＡ以上であることとし、

Ａ'＝ 計算式を記入 ＝ ㎡とする。

（イ）

底盤高さの面積と吐口高さの面積が異なる場合は、その平均の面積を計算すること。

（４）沈砂(殿)池の有効深

Ｈ ＝ Ｖ ÷ Ａ’

よって 沈砂(殿)池の深さは Ｈ ＋ １ｍ ＝ ｍ以上であることとする。

沈殿物が再懸濁するおそれのない水深

実際の沈砂(殿)池の深さは ｍであるので、条件を満たしている。

（ウ）
底盤から吐口までの高さ
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第１号様式の１

土 採 取 届 出 書

平成 年 月 日

奈 良 県 知 事 殿

住 所

氏 名 印

（法人の場合には、名称及び代表者の氏名）

（電話番号 ）

奈良県土採取規制条例第２条第１項の規定により、次のとおり届出ます。

１ 土の採取の目的

２ 土採取場の区域

登 記 簿 面 積 土の採取を行 土地所有者の

所 在 地 土地の現況

上の地目 (㎡) う権利の種類 住所及び氏名

市

群

町

村

字 番地

計

＊採取前に採取場の区域をポール等により明示する。

３ 採取する土の数量及びその採取の期間

（１） 採取する土の数量 総採取量 ｍ３

（２） 採取期間 平成 年 月 日から 平成 年 月 日まで

（３） 作業時間 時から 時まで
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第１号様式の２

４ 土の採取の方法及び土の採取のための設備、その他の施設に関する事項

（１）土の採取の方法

採 取 の 態 様 □ 階段採掘法 □ その他（ ）

採取する高さ又は深さ 最 大 ｍ

隣 地 と の 距 離 ｍ

（２）土の採取に従事する者の数

１日平均 人

（３）土の採取のための施設

ｍ３

機 械 の 名 称 型 式 能 力 台 数 備 考
時間

（４）その他の施設

５ 土の採取に伴う災害の防止のための方法及び施設に関する事項

区 分 措 置 の 概 要

土採取標識の設置場所

立入の禁止をする場合
の方法及び施設

土砂の崩壊を防止する
ための方法及び施設

土砂の流出を防止する
ための方法及び施設

土砂の飛散を防止する
ための方法及び施設

その他の災害を防止す
るための方法及び施設
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第１号様式の３

６ 土の採取跡地の整備に関する事項

（１）採取跡地の土砂等の崩壊の防止方法

土 の 掘削面の高さ又は深さ ｍ

の 掘

採 削 掘 削 面 の 勾 配 度

取 面

後 掘削面に設ける小段の高さ ｍ

法 植 草

面 種 ま き

保 種 吹 付 け

護 樹 種 及 び 樹 齢

植

の 場 所 及 び 箇 所 箇 所

樹

方 本 数 及 び 面 積 本 平方メートル

法 そ の 他

（２）採取跡地の利用方法

方 法

７ 採取をした土の搬出方法及び搬出先

（１）土の搬出方法

方 法

搬 能 力

１日当りの搬出量 １日当りの搬出台数 搬 出 時 間

出

ｍ３ 延べ 台 時から 時まで

方 交 通 監 視 人 の 数

運搬車出入口の標識

法 の 設 置 の 有 無

土砂飛散防止の方法
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第１号様式の４

国 距 離 及 び 幅 員

道

又 種 類

は

県 同 意 の 有 無

道

ま 重 量 制 限 の 有 無

で

の 舗 装 の 有 無

搬

出

先 通 行 人 の 状 況

（２）土の搬出先

自

家 所 在 地

用

販

主 な 販 売 先

売

８ 現場責任者の住所及び氏名

（１） 住 所

（電話番号 ）

（２） 氏 名
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第 １ 号 様 式 の ５
使 用 土 地 目 録

所 在 地 番 地 目 面 積 所 有 権 者 そ の 他 の 権 利 者 備 考
地 (実 測 ･公 簿 ) 氏 名 住 所 採 取 権 原 の 種 類 氏 名 ・ 住 所 採 取 権 原 の 種 類

＊ 採 取 権 原 の 種 類 は 、 所 有 権 、 契 約 書 （ ま た は 同 意 書 ） の 別 を 記 入 す る こ と 。
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第 １ 号 様 式 の ６

隣 接 土 地 目 録

所 在 地 番 地 目 面 積 所 有 権 者 そ の 他 の 権 利 者 備 考
地 (実 測 ･公 簿 ) 氏 名 住 所 境 界 確 認 の 種 類 氏 名 ・ 住 所

＊ 境 界 確 認 の 種 類 は 、 境 界 確 定 書 、 境 界 確 認 書 、 そ の 他 の 書 面 の 別 を 記 入 す る こ と 。
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第 １ 号 様 式 の ７

搬 出 路 土 地 目 録

所 在 地 番 地 目 面 積 所 有 権 者 そ の 他 の 権 利 者 備 考
地 (実 測 ･公 簿 ) 氏 名 住 所 通 行 権 原 の 種 類 氏 名 ・ 住 所

＊ 通 行 権 原 の 種 類 は 、 所 有 権 、 契 約 書 （ ま た は 同 意 書 ） の 別 を 記 入 す る こ と 。
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第１号様式の８

水 理 計 算 書
１ 場内の流出量

１ Ｑ＝流出量 ＝ ｍ３／ sec
Ｑ＝ ｆ・ｒ・Ａ ｆ＝流出係数＝

３６０ ｒ＝降雨強度＝ mm／ hr
Ａ＝流域面積＝ ha

１
Ｑ＝ × × × ＝ ｍ３／ sec

３６０
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第１号様式の９

２ 水路の流量計算
（１）流速

１
ｖ＝ ・Ｒ２／３ ・ Ｉ１／２

ｎ
水路断面図 ｎ＝粗度係数 ＝

＊８割水深の寸法も記載すること。 Ｆ＝通水部面積＝ ㎡
Ｐ＝潤辺の長さ＝
Ｒ＝径深 ＝ ｍ
Ｉ＝水路勾配 ＝

＊Ｆ・Ｐは８割水深で計算すること。
＊水路断面図は必ず記載すること。

１ ２／３ １／２

ｖ＝ × × ＝ ｍ／ sec

（２）流量

ｑ＝Ｆ・ｖ＝ × ＝ ｍ３／ sec

（３）通水断面の検討

ｑ＝ ＞ ＝Ｑ
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第１号様式の１０

３ 沈砂（殿）池の設計
（１）沈砂（殿）池の容量

１
Ｖ＝ （Ａ１×υ１＋Ａ２×υ２）

Ｃ
Ｃ ＝年間しゅんせつ回数（６回以上の場合は６）＝
Ａ１＝林 地 部 流 域 面 積＝ ha
Ａ２＝開 発 部 流 域 面 積＝ ha
υ１＝林地部年間流出土砂量＝ １５０ ｍ３／年・ha
υ２＝開発部年間流出土砂量＝ ４００ ｍ３／年・ha

１
Ｖ＝ × （ × １５０ ＋ × ４００ ）

＝ ｍ３

実際の池の容量はＶ以上であることとし、
＝ ｍ３ とする。

計算式を記入

（２）沈砂（殿）池の必要面積
Ｑ ｍ３／ sec

Ａ＝ ＝ ＝ ｍ２

ｕ ０．０２１ ｍ／ sec

（３）平面寸法の決定
長さ（Ｌ）を幅（Ｂ）の４倍以上にするためには、

Ｂ＝ Ａ／４＝ ／４ ＝ Ｌ＝４×Ｂ

よって長さを ｍ、幅を ｍ以上であることとする。

Ａ'（実際の池の面積）＞Ａであることとし、
Ａ'＝ ＝ ㎡とする。

計算式を記入

（４）沈砂（殿）池の有効深
Ｈ＝Ｖ÷Ａ'＝ ÷ ＝ ｍとする。

よって 池の深さは ＋１ｍ＝ ｍ以上であることとする。

実際の池の深さは ｍであるので、条件を満たしている。


